
富山市罹災
り さ い

証明書等交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」とい

う。）第９０条の２第１項の規定に基づく住家の被害に係る罹災証明書並びに住家

に附属する不動産及び動産の被害に係る被災届出証明書（以下「罹災証明書等」と

いう。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 災害 法第２条第１号に規定する災害（ただし、火事によるものを除く。） 

(2) 住家 現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをい

う。）のために使用している建物で本市の区域内に所在しているもの 

(3) 不動産 民法（明治２９年法律第８９号）第８６条第１項に規定する土地及び

その定着物で本市の区域内に所在しているもの 

(4) 動産 民法第８６条第２項に規定する不動産以外の物で本市の区域内に所在

しているもの 

 

（罹災証明書等の種類） 

第３条 罹災証明書等の種類は、次のとおりとする。 

(1) 罹災証明書 災害により被害を受けた住家について、調査等により被害状況を

市が確認できる場合に、法第９０条の２第１項の規定に基づき、その被害の程度

を証明するもの 

(2) 被災届出証明書 災害により被害を受けた住家に附属する不動産及び動産に

ついて、被災状況を市長に届け出た事実を証明するもの 

 

（罹災証明書等の交付対象者） 

第４条 罹災証明書の交付の対象となる者は、災害により被害を受けた住家の居住者、

所有者又は居住者若しくは所有者の相続人とする。 

２ 被災届出証明書の交付の対象となる者は、災害により被害を受けた住家に附属す

る不動産及び動産の所有者、使用者又は所有者若しくは使用者の相続人とする。 

 

（罹災証明書等の交付申請） 

第５条 罹災証明書の交付を受けようとする者は、罹災証明申請書（様式第１号）に

より、市長に申請しなければならない。 

２ 被災届出証明書の交付を受けようとする者は、被災届出証明申請書（様式第２号）



に被害状況が確認できる写真を添付して、市長に申請しなければならない。 

３ 第１項の申請により交付を受けた罹災証明書の再交付を受けようとする者は、罹

災証明書再交付申請書（様式第３号）により、市長に申請しなければならない。 

４ 前３項の申請は、代理人によってすることができる。この場合において、代理人

は委任状を提出しなければならない。 

 

（申請期間） 

第６条 前条の規定による申請は、災害による被害を受けた日から３月以内に行わな

ければならない。ただし、富山市に災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）又は

被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）が適用された場合等、被害状況

等により市長が必要と認めるときは、申請の期限を延長することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請の期限までに申請できない特別の事情があると市

長が認めるときは、当該期限を延長することができる。 

 

（調査） 

第７条 市長は、第５条第１項の規定による罹災証明書の交付申請があったときは、

内閣府が定める「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」に基づき、住家の被害

を調査するものとする。 

２ 住家の被害の調査は、第１次調査（外観目視調査）を実施するものとする。ただ

し、申請者が希望する場合は、第２次調査（外観目視調査及び内部立入調査）を併

せて実施することができる。 

３ 申請者が「準半壊に至らない（一部損壊）」の被害であると自己判定して写真に

よる被害区分の判定を希望する場合において、被害を受けた住家の写真から「準半

壊に至らない（一部損壊）」と判断できるときは、市長は、現地調査を省略するこ

とができる。 

４ 申請者が写真による被害区分の判定を希望する場合において、水害による被害を

受けた住家の写真から浸水深が確認できるときは、市長は、現地調査を省略するこ

とができる。 

 

（罹災証明書等の交付） 

第８条 市長は、前条の規定による調査の結果、災害による被害の程度を判定したと

きは、罹災証明書（様式第４号）を交付するものとする。ただし、災害による被害

を確認できない場合等、市長が罹災証明書の交付が適当でないと認めるときは、罹

災証明書不交付決定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

２ 市長は、第５条第２項の規定による被災届出証明書の交付申請があった場合は、

その内容を審査し、適当と認めたときは、被災届出証明書を交付するものとする。 

 

 



（再調査） 

第９条 前条第１項の規定により罹災証明書の交付を受けた者が、再調査を希望する

ときは、当該災害による罹災証明書の交付を受けた日の翌日から起算して３月以内

に、市長に対し、被害認定再調査申請書（様式第６号）に交付済みの罹災証明書を

全て添付して提出することにより再調査を申請することができる。 

２ 前項の申請は、代理人によってすることができる。この場合において、代理人は

委任状を提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による申請を受理したときは、その申請内容を精査し、再

調査が必要と認めるときは、被害状況等の再調査を行い、適当と認められる場合は、

新たに罹災証明書（様式第４号）を交付するものとする。ただし、再調査の実施は

２回を限度とする。 

 

(手数料) 

第１０条 罹災証明書等に係る手数料は、富山市手数料条例（平成１７年富山市条例

第１０６号）第４条第２項の規定により、免除するものとする。 

 

(その他) 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、罹災証明書等の交付等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 

附 則 

第６条第１項については、令和６年能登半島地震による被害においては１３月以内

とする。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 

 


